予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名　初任者研修事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　教育委員会　教育研修課　基本研修係　電話番号：058-271-3326（内44）

　　　　　　　E-mail:c17781@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　29,982千円（前年度予算額：23,691千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	23,691
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,691

	要求額
	29,982
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,982

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　幼稚園並びに特別支援学校の幼稚部（以下「幼稚園等」）、養護教諭、栄養教諭、小中学校並びに高等学校、特別支援学校の新任教諭に対して、教育公務員特例法第23条の規定と理念に基づいた教員研修制度による事業として実施する。
　新たに、小学校に配置された学校を卒業後直ぐに採用された新任教員（以下、直採者という。）を対象に経験のない教員が教員としての基礎的な能力を確実に身に付けて児童の指導に当たることができるよう実地研修や総合教育センターにおける集中型研修を実施する。
（２）事業内容

	小学校・中学校・高等学校・特別支援学校
	21,053
	千円

	小学校（直採者）
	7,947
	千円

	幼稚園
	111
	千円

	養護教諭
	737
	千円

	栄養教諭
	134
	千円


（３）県負担・補助率の考え方

　・県（10/10）　（県主催の研修事業のため）

（４）類似事業の有無
　・無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	119
	外部講師報償費

	旅費
	27,457
	研修旅費・事業旅費

	使用料及び貸借料
	2,406
	貸借料

	合計
	29,982
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　教育公務員特例法第23条の規定と理念に基づいた教員研修制度による事業の一部として、幼稚園等における新規採用教員及び小学校、中学校、高等学校、特別支援学校における初任者を対象とした研修プログラムを実施する。
（２）国の状況

　教員に必要な素養等に関する指導、授業を観察しての指導、授業を初任者に見せて指導するなどの校内研修や、教育センター等での講義や演習、青少年教育施設等での宿泊研修などの校外研修の実施が例示されている。
（３）事業主体及びその妥当性
・事業主体：岐阜県教育委員会
　・教育公務員特例法第23条の規定や理念に基づく悉皆研修。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新規採用教員に対して、採用の日から１年間、学級や教科・科目を担当しながらの実践的研修（初任者研修）を行い、実践的指導力と使命感を養うとともに、幅広い知見を得させるため、研修の充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　教育公務員特例法第23条に基づく悉皆研修であることに加え、教員としての実践的指導力と使命感、幅広い知見の獲得について、本研修のみによって達成度を示すことが困難なため。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

＜小中高特＞　校外研修20日、校内研修180時間
＜幼 稚 園＞　園外研修10日、園内研修10日

＜養護教諭＞　校外研修12日、校内研修15日

＜栄養教諭＞　校外研修  9日、校内研修15日


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　

　教員として求められる指導力の基礎・基本を身に付けるとともに、資質・能力が向上することによって、児童生徒の「生きる力」を育む教育活動を確実に実践できるようになる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　教育公務員特例法第23条に規定された悉皆研修である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　初任者研修による教師としての使命感の高揚や、一人一人に確かな学力を身に付ける教科指導、学級経営等の実践的な指導力を身に付けるための研修が充実することによって、児童生徒にとって、より質の高い教育の実現につながっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　研修内容の精選や、テレビ会議システムを活用することで実現する研修の地区開催により、研修者の負担及び旅費の軽減等、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　さらなる研修効果を高めるため、研修内容の工夫改善
　研修者の負担を軽減するための研修方法の精選



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　教育公務員特例法に規定された研修事業として継続する。



